軽度化改善加算算定届出書
年　　　月　　　日
大野城市長　様

下記のとおり算定しますので届け出ます。
	フリガナ
	
	被保険者番号

	被保険者氏名
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	生年月日
	Ｍ・Ｔ・Ｓ　　　　年　　　月　　　日
	性別
	男　　・　　女



	改善状況
	☐事業対象者　　　　　　　　　　☐基本チェックリスト非該当
　　　　　　　　　　　　　→　　☐要介護・要支援認定非該当
☐要支援１　　　　　　　　　　　☐事業対象者
☐要支援２　　　　　　　　　　　☐要支援１

	有効期間
	改善前
	　年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日

	
	改善後
	　　　年　　　月　　　日～　　　年　　　月　　　日

	認定日
	年　　　　　月　　　　　日



	事業所名
（訪問Ａ）
	
	事業所番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	訪問Ａ
利用開始日
	年　　　　月　　　　日



	事業所名
（通所Ａ）
	
	事業所番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	通所Ａ
利用開始日
	年　　　　月　　　　日



	算定月
および
算定単位数
	　　　　　　　　年　　　　　　　　月　提供分に

	
	　
　　　　　　　ヶ月分　　　　　　　　単位を算定（※6～12ヵ月）



	届出者名
（介護予防ケアマネジメント事業者）
	
	（担当者名）

	
	
	

	届出者住所
	

	電話番号
	



	※保険者記入欄
　Ａｃｒｏ入力（　未　・　済　）　　メモ欄に「★○年○月訪問(通所)Ａ軽度化改善加算算定」
リスト入力（　未　・　済　）  Y:\063-04-10-007-01\★軽度化改善加算算定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受付担当者　　　　　　　　　　　　


[bookmark: _GoBack]≪軽度化改善加算の算定≫
	６ヵ月以上、同じ事業所による訪問（通所）型サービスA利用によって、利用者の状態が改善したとき、その事業所を利用した月分の所定単位数を、12ヵ月分を上限として１人の利用者に対して１回限り算定します。
例）利用月数が６ヵ月の場合は、所定単位数×６ヵ月分を算定



※状態改善は下表のとおり判定します。
	改善後
改善前
	基本チェック
リスト非該当
	事業対象者(☆)又は認定非該当
	要支援１
	要支援２

	事業対象者
	〇
	×
	×
	×

	要支援１
	〇
	〇
	×
	×

	要支援２
	〇
	〇
	〇
	×



※事業所でサービスAを利用開始した日の属する月から認定日または基本チェックリスト実施日の属する月までを算定対象とします。訪問（通所）サービス（国基準）を利用していた期間は含まない。

【例】
要支援２(有効期間H28.3.1～H29.2.28)でH28.8.25から利用開始
　　↓
　H29.1.26(認定日)に、要支援１(有効期間H29.3.1～H30.1.31)と認定
⇒平成28年８月から平成29年１月までの６ヵ月分算定可能。
この例において、平成28年12月31日までに事業所の利用を終了している場合は、利用期間は５ヵ月となり、軽度化改善加算は算定できない。

※この算定届出書は、算定する月の末日までに介護予防ケアマネジメント事業者から市（保険者）に提出してください。
　例）４月提供分で算定（５月請求）→４月末日までに提出

※原則、改善後の認定有効期間の開始月提供分で算定します。
ただし、認定日が有効期間開始日以降の場合は、認定日の翌月提供分で算定します。基本チェックリスト非該当または事業所の利用を終了する場合は、最終利用月提供分で算定します。

【例】要支援２の利用者が9/1から要支援１に認定された場合
　例１）認定日7/29→９月提供分請求時に算定
　例２）認定日8/30→９月提供分請求時に算定
例３）認定日9/15→10月提供分請求時に算定
